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はじめに 

 

ここにきて、WiMAXのグローバル拡大を加速化する、強力なモメンタムが形成されている。ITUがWiMAX

を 3G 標準規格「ITU-2000」として正式勧告したことに続き、アナログ TV 周波数の開放、そして 4G 周波数

帯の選定などである。2007年は、これら3点によってWiMAXが世界通信市場のメインストリーム技術へと発

展する道が開かれたといえるだろう。 

 

海外の動向を見てみると、最も話題となった米スプリント・ネクステルにおける WiMAX 事業の場合、米ク

リア・ワイヤーとのネットワーク共同構築計画が白紙撤回となった。これを受け、特に金融業界では WiMAX

の事業性に疑問を投げている。しかし、これは WiMAX の潜在能力に対する関心が高まっているという反証

でもある。グーグルが 2008 年の周波数競売で 700MHz を獲得すれば、WiMAX を選択する可能性は非常

に高い。また AT ＆ T も WiMAX の可能性に注目し、自社の次世代技術のロードマップに盛り込むなど、事

業化に向けた動きは加速化している。 

 

欧州では、3.5GHz の固定型 WiMAX 事業者がサービスを本格化するなか、モバイル WiMAX に対しても

2.5 ～ 2.6GHz 帯域の周波数割り当てが検討されている。特に、英国の Ofcom が最近になって 3.5GHz 帯

での移動通信サービスを許可したことは、他の EU 諸国に一定の影響をもたらすと考えられる。こうした市場

成長の背景には、EU の主導する技術／サービス中立性、2G 周波数の 3G 再活用、TV 周波数の開放など、

WiMAX に前向きな規制や政策の変化が挙げられる。 

 

アジアに目を転ずると、世界初の商用サービスを始めた韓国以外にもシンガポールやマレーシア、インド、

パキスタンなど、各国でモバイル WiMAX に直行する形で市場が早期から形成されている。 

 

本報告書は、拡大の機会を迎えたグローバルWiMAX市場の現状を総合的にまとめたものである。WiMAX

事業者の戦略や地域別規制・政策動向を重点的に考察することにより、具体的に「どのような市場」で、「ど

のような要因」によって、WiMAX 市場規模が形成されているかを分析した。 

 

第 1 章では、グローバル WiMAX 市場の最新動向をイシュー別に整理した。第 2 章はアメリカ市場におけ

る主要プレーヤーの動向、および FCC の政策方向を明らかにしたものである。第 3 章ではイギリスやフラン

ス、ドイツ、オーストリアなどの WiMAX 事業者と、EU や Ofcom が主導する政策とそのインパクトを分析して

いる。第 4 章においては、韓国や台湾、シンガポール、マレーシア、インド、中国における WiMAX 事業者と

規制動向を俯瞰している。第 5 章および第 6 章では、グローバル WiMAX 市場を地域と需要別に分けて展

望し、今後の発展過程で予想される変数と課題を掲げた。本書が貴社戦略の一助になれば幸いである。 

 

2008 年 1 月吉日 

 

ATLAS Research ＆ Consulting 代表取締役社長 朴 終鳳 

情報流通ビジネス研究所 代表取締役所長 飯塚 周一 
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1. ＩＴＵの標準認証と周波数配分 

 

国際通信連合（International Telecommunication Union、以下）の周波数政策により、WiMAX のグローバ

ルな展開を図る上で最適な環境が作り出されている。ITU が、① WiMAX を 6 番目の IMT-20003G 標準と

して認め、② TV 周波数帯域でのモバイルサービスを許容し、③ 4G グローバル共通周波数を選定する―

―の 3 点を掲げたことにより、WiMAX が共通周波数不在という弱点を乗り越え、全世界通信市場に進出可

能な条件を作ったのである。 

 

WiMAX の 3G 標準技術としての承認と予想されるインパクトは、以下の通りである。最初に挙げられるの

は、その間モバイルWiMAXの需要拡大の障害であると指摘されていた周波数fragmentationが解消される

点である。ITU が標準技術として採択した結果、各国で進行中の 2G 周波数再配分時に、先んじて有利な

地位を得ることになった。 

 

次に、これまで主に議論されてきた2GHz帯のモバイルWiMAX用の周波数以外にも、800MHzと1.8GHz

および 1.9GHz 帯の GSM 周波数、そして 900MHz と 1.7GHz 及び 1.9GHz 帯の CDMA 周波数でも、モバ

イルWiMAXの導入される可能性が高くなったということである。ITUが最後に残った黄金周波数とされるTV

周波数を、モバイルサービス用として開放するという決定を下すことによって、今後各国で 700MHz 帯の再

分配に乗り出すと思われる。この過程で WiMAX が一番有力な技術候補になると予想される。 

 

また 3G に進出することはもちろん、4G まで見越す新規プレーヤーにとっても、第一選択肢は WiMAX に

なるはずである。既存移動通信会社もこのような新規プレーヤーらの脅威を事前に防ぐため、モバイル SNS

や LBS、広告など、モバイル 2.0 型定額制ベースのビジネスモデルを試みようとすれば、WiMAX が役立つ

手段になる。 

 

一方 ITU が、① 450 ～ 470MHz、② 470 ～ 806/862MHz、③ 2.3 ～ 2.4GHz、④ 3.4 ～ 3.6GHz――など、

4つの帯域を4Gのグローバルな共通周波数として選定したことは、2.3GHzWiMAXの海外進出の好機にな

ると予想される。470 ～ 806/862MHz 帯域は、デジタル TV 用帯域を除いて使用することができ、アナログ

TV のデジタル化が終了することによって活用することができる。北米と南米では 698 ～ 806MHz の低周波

数帯が、欧州とアフリカ、ロシアでは 790 ～ 862MHz の高周波数帯が活用されているように、真の共通周波

数とは言えない。 

 

3.4～3.6GHzは、欧州を中心に固定型BWA用に分配された周波数として、アメリカでは衛星用として使っ

ている。各国の状況によって 4G 用として使える周波数であり、幅も 20MHz に過ぎない。450 ～ 470MHz は

帯域幅が 20MHz に過ぎず、一部地域では無電機や TRS 用としてすでに使われている。このために帯域幅
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が100MHzで、全世界的にその他の用途で使われない2.3GHzこそが、WiMAXの本当の世界共通周波数

だといえる。 

 

2. ＥＵの政策変化： 2G 周波数再配分と技術中立性 

 

欧州における通信政策は EU が主導しており、2G 周波数再配分と技術中立性が両極を成している。これ

もまた WiMAX が欧州通信市場へ進出していくハードルを低くしており、門戸開放のきっかけとなっている。

また通信市場競争の活性化を願う各国政府にとって、新しい技術の導入を考慮すると、WiMAXが適正であ

ると判断するだろう。なぜなら、標準化と正式装備が発売されていて、迅速な商用化が可能であり、ecosystem

が形成されている技術では、WiMAX が唯一であるからである。さらに既存周波数まで使えるとなると、費用

面でも効率的な無線ブロードバンドの選択肢としては、WiMAX の魅力度が高くなるだろう。 

 

2G周波数の3G再活用について、その可能性が議論されていたが、本格的に推進され始めたのは2007

年の初めからである。欧州郵便通信管理理事会である CEPT が、GSM 用に準備された 900MHz 帯域で W

-CDMA ネットワーク構築を許可し、欧州 47 ヵ国の UMTS900 ネットワークの導入承認を 2 月初めに発表し

たのである。CEPT のこのような決定によって、フランスやフィンランド、ポルトガルなどが 900MHz ベースの

3G 導入へ向け、積極的に乗り出している。 

 

欧州の各国にある規制機関や通信事業者の大多数が、900MHz を 3G に再活用する方案を検討する段

階にとどまっている一方、EU は 900MHz だけでなく、全ての 2G 周波数を 3G サービス用として開放する政

策を推進している。EU が推進する案の主な内容は次の通りである。骨子は、イギリスのボーダフォン、ドイツ

のドイツ・テレコムなどの通信事業者が、2Gサービスに利用が制限された現在の無線周波数を動画クリップ

  長所 短所 

450～470MHz   

470～806/862MHz   

2.3～2.4GHz   

3.4～3.6GHz   

［表1］ ITUが選定した4G周波数帯域の長所・短所比較 
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送信及び高速無線インターネット接続などの 3G サービスを提供できるように認めるというものである。 

 

EU が全ての 2G周波数を 3Gで完全再活用する方案で推進する場合、欧州移動通信業界にとってみれ

ば、100 ～ 500 億ユーロの費用節減效果を得るだろう。このことは、移動通信会社がこれ以上政府の周波数

競売で追加的な帯域を購入しなくても良いことを意味する。既存周波数およびインフラを活用できるのであ

る。また EU は、2G 周波数の完全な 3G 再活用に続き、この機会に特定周波数と技術を結び付けさせない

技術中立性を取り入れる計画を見せている。実際イギリスの Ofcom は、EU のガイドラインによって 2008 年

初に予定された 2.6GHz 競売に、技術中立性原則を適用している。 

 

3. アメリカＦＣＣの政策変化： 700MHz 競売推進とオープンアクセス義務化 

 

アメリカでも FCC の周波数政策によって、欧州と同様に WiMAX の需要が拡大する好機となっている。ス

プリント・ネクステルのWiMAX採択発表で、グローバルな需要拡大の震源地になったアメリカ市場では、FCC

の700MHz周波数競売に、通信業界の全ての関心が集まっている。特に、今回の競売が注目をひく理由は、

グーグルの競売参加とオープンアクセス規定が義務化されるからである。グーグルが 700MHz 周波数を獲

得して、開放型ビジネスモデルを試みる場合、閉鎖型移動通信事業のビジネスモデルを根本的に変化させ

るというインパクトが予想される。 

 

FCC は、グーグルなどの無線ネット開放支持者らの手助けを受け入れながら政策を進めているため、周

波数政策の変化が予告されている。最後に残った黄金周波数であり、来年初に競売される予定の700MHz

帯域の全60MHzの中で、全国ライセンスとして配分される22MHzを、開放型周波数帯域として指定する政

策案を出したのである。この政策にある FCC オープンネット規定によって、消費者がいかなる端末やソフト

ウェアを使っていても、無線ブロードバンド・サービスに接続できるため、まさに開放型の無線ブロードバンド

を実現する土台を作ろうとしているのである。 

 

700MHz 開放政策は、競売される 700MHz に限定されたものである。その他の周波数には適用されない

とはいっても、FCC によって正式に採択されるとした場合、いまだに端末とサービス接続に制限がある現行

の移動通信のビジネスモデルにとってみれば、根幹を揺さ振られる事態となろう。ITU が 700MHz を正式に

モバイルサービス用として認めるなか、アメリカの 700MHz 再配分政策は、その主な先行事例となる可能性

が高くなっており、その分、通信市場に及ぶインパクトも大きくなったのである。 

 

ところで、グーグルが競売によって 700MHz 周波数を獲得する場合、技術的に最適な選択肢は WiMAX

となる可能性が高い。技術的完成度やIPベースの開放型コンテンツ、またはアプリケーションの実現可能性

の可否、ecosystem の形成など多くの面で、グーグルが WiMAX を通じて移動通信市場に進出する公算が



第２章 米国市場 
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全世界の主要通信事業者では、スプリント・ネクステルが初めて WiMAX を採用するという宣言をしたこと

を背景に、アメリカは WiMAX 拡大の本拠地として浮上してきた。 

 

2007 年 4 月、開放型 WiMAX サービス「Xohm」の開始を控え、アメリカ WiMAX 市場をリードする二大勢

力として挙げられるのは、固定型WiMAXサービスをスプリントより先に始めたクリア・ワイヤーである。両社の

他にも、アメリカ第一位の固定・無線の総合事業者である AT ＆ T が一部地域で 2.3GHzWiMAX サービス

を商用化し、ベライゾン・ワイヤレスなどが WiMAX に関心を持っている。 

 

アメリカの通信規制機関である連邦通信委員会（Federal Communication Commissions、以下 FCC）は

WiMAX の市場拡大に影響を及ぼす特別な規制を加えてはいない。しかし、2007 年の初めにベルサウスが

保有していた 2.5GHz 周波数を、AT ＆ T が合併過程で売却するようにさせたことによって、クリア・ワイヤー

が AT ＆ T から 2.5GHz 周波数を購入して、利用範囲を拡大することが可能となったり、AT ＆ T が 2.3GHz

ベースの無線ブロードバンド・サービスを提供するように認められるようになるなど、間接的な影響を与えた。 

 

1. スプリント・ネクステル 

 

2006 年 8 月、4G 技術で WiMAX を選択すると発表して以来、全世界の通信業界の注目を引いたスプリ

ントでは、WiMAX 事業の輪郭と実体が、2007 年下半期から現われ始めた。その主な内容は、右記の通りに

要約される。① WiMAX サービスのブランドは「Xohm」であること、②クリア・ワイヤーとネットワーク構築とロー

ミング提携して、費用削減と迅速な商用化を図ること、③グーグルとの提携を通じて開放型ビジネスモデル

を推進することである。 

 

しかし業績悪化と社長の退任、WiMAX事業に対する投資家の不安感などといった悪影響が重なり、スプ

リントは 2007 年 11 月、クリア・ワイヤーとのネットワーク構築契約を破棄すると発表した。こうした背景を受け

て修正された WiMAX 事業戦略は、2008 年の初め、または新しい CEO の選任以後に明らかにされることに

なるだろうと予想される。多様な案が考慮されているが、最近明らかになったのは、WiMAX 事業部門を分社

化して、卸売りで WiMAX サービスを販売するというものである。 

 

1.1 WiMAX サービス「Xohm」の発表 

 

スプリントの推進しているモバイル WiMAX サービス「Xohm」が、予定通り 2008 年 4 月から始まる。しかし

移動通信部門の業績悪化で、ゲリー・フォーシー会長が辞任し、WiMAX 事業に対する投資家らの不信が

加わり、更に2007年11月にはクリア・ワイヤーとのネットワーク構築提携を破棄すると発表するなど、WiMAX

事業戦略の再調整に入った。一応、対外的には WiMAX の商用化意志を重ねて強調している。 
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（1） ネットワーク構築の現状と計画 

 

スプリントのモバイル WiMAX 事業を統括している、バリー・ウェスト CTO は「Xohm 事業のために、十分な

資金が確保された状態であり、予定通り進んでいる」と言い切った。ウェストCTOは「中核事業であるWiMAX

事業計画を修正しようとする親会社の努力とは関係なく、Xohm サービスは予定通り、来年の 4 月には開始

されるだろう」と明らかにした。 

 

Xohm サービスはまず、シカゴ、ワシントン DC、バルチモアなどの三都市から始まる予定であり、また全国

に12000余の基地局を構築し、2008年までに一億の人口をカバーするサービスエリアを作り上げるという計

画を立てている。スプリントは Xohm サービスによる加入費と広告収益規模が、2010 年には 20 億ドル以上

になるだろうと見ている。 

 

2008 年にはサービスエリアをボストン、ニューヨーク、ラスベガス、ロサンゼルスなど、18 の主要な都市へ

拡大する予定である。当初、ネットワーク構築はクリア・ワイヤーとの提携を通して進める予定であった。それ

はスプリントが 50 の大都市地域を中心として計 1 億 8、500 万の人口を、そしてクリア・ワイヤーが 1 億 1500

万の人口をそれぞれカバーするネットワークを構築する予定であった。しかしこの提携が決裂したことで、ネッ

トワーク構築戦略自体を修正しなければならない状態となった。 

 

 

［図1］ スプリントのWIMAXサービスのカバーエリア構築ロードマップ 
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（2） ベンダー選定とパートナーシップ 

 

スプリントは 2006 年 8 月、モバイル WiMAX 商用化計画を明らかにして以来、サムスンとモトローラを主な

装備ベンダーとして選定し、続いてノキア・シーメンス、ZTE などとも提携することで、多くのベンダーを通じ

て WiMAX 装備を調逹するという意思を明らかにした。具体的には、モトローラはシカゴ、サムスンはワシン

トン DC にモデル・ネットワークを構築してきた。また、ノキア・シーメンスからは WiMAX 端末を、ZTE と Zyxel

コミュニケーションズからはモデムとノートブック用の PC カードなどの供給を受けることになった。 

 

WiMAXのネットワーク構築のための装備ベンダーの選定と同様に重要なのはXohmのビジネスモデルを

既存の移動通信事業とは異なる開放型のビジネスモデルへ持っていくことができるコンテンツとアプリケーショ

ンパートナーを選定することである。スプリントがグーグルをコンテンツ、アプリケーション部門のパートナーと

して引き込んだのは、特定コンテンツやサービスの一部分ではなく、Xohm 全体の開放型ビジネスモデルを

支持してくれる確かなパートナーが必要だったからである。 

 

スプリントはWiMAX事業を最終的に開放型ビジネスモデルとして進めていくと発表したが、実際はこの間

に、左記の発表とは反する歩みを見せてきた。2006 年 8 月、WiMAX 選択の発表当時、開放型無線ブロー

ドバンドの経験を提供するだろうと明らかにしていたが、2006年末～2007年初めには段階的に開放型モデ

ルにいくだろうという表現に一歩後退したのである。恐らくスプリントにとってみれば、開放型ビジネスモデル

という未知の世界に足を踏み入れるには抵抗があったことだろう。また確実なパートナー企業の必要性を痛

感したはずである。 

 

スプリントが 2007 年 7 月末、グーグルと WiMAX 事業の提携を発表したが、開放型ビジネスモデル推進

のために実質的な措置を取り始めたと見なされる理由としては既述した通りである。ウェブ2.0の代表である

と同時に、インターネット広告市場で極めて強い影響力を持っているグーグルとの提携は、スプリントの開放

型ビジネスモデルに対する意志がいかに強いのか、そしてWiMAX事業をテレコム事業ではなくインターネッ

ト事業として見ていることを端的に見せてくれた証左といえるだろう。 

 

スプリントがグーグルと提携したのは、元々、スプリントがアメリカの移動通信会社の中で革新と新しい技術

導入に積極的な事業者であるという点を考慮しても、「walled garden」（囲い込み）戦略を基本とするテレコム

企業が、開放性をベースとするインターネット企業と手を握った点で注目される。少なくとも WiMAX 事業で

は、既存のビジネスモデルと事業方式を排除し、自らを完全なオープン化する思考へと転換しないことには

難しいことを痛感したはずである。 

 

今後のグーグルとの提携がどんな成果を生み出すかは、もう少し見守るべきであるが、グーグル－スプリ



第３章 欧州市場 
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欧州のWiMAX市場は拡大に向けた準備段階に入っている。EUとイギリスOfcomがWiMAXに有利な規

制政策を展開しており、イギリス、フランス、ドイツなど 3 ヵ国を中心に ISP が WiMAX 商用化に出ている。こ

れらは主に3.5GHz周波数を保有した事業者であり、固定型装置を通じてDSLの代替市場用として、WiMAX

を商用化した後、移動性を加えたモバイル WiMAX へのアップグレードを考慮している。 

 

1. 欧州の無線ブロードバンド規制動向 

 

欧州の無線ブロードバンドの周波数の規制動向はイギリスのOfcomとEUがリードしている。EUのヴィヴィ

アン・リーディング通信コミショナーを中心に進められている欧州の周波数政策の基調は、① TV 周波数帯

域の無線ブロードバンド用途への開放と、②技術中立性の適用、③ 2G 周波数の 3G 再活用など、主に三

つに大別される。EU が新しい規制案を出せば Ofcom がこれを率先して実行し、Ofcom が提案した周波数

政策を EU が参考するなど、両機関がやり取りしながら、周波数の面から WiMAX が進出する上での障壁を

緩和する一助になっている。 

 

1.1 EU がリードする TV 周波数帯域の開放と技術中立性政策 

 

欧州連合（European Union）の無線ブロードバンド規制動向の中核は、今まで特定周波数と特定技術を

連携させておいた仕切り式の規制から脱皮して多様なプレーヤーが通信市場に進出しやすいようにとハー

ドルを低くすることに焦点を合わせている。2Gで3Gサービスを提供できるようにする2G周波数の再活用政

策と、TV 周波数で移動通信サービスを提供できるようにする開放措置が EU の開放型周波数政策の中核

である。 

 

（1） EU 新通信政策の要―― V 周波数開放と技術中立性 

 

欧州連合（EU）が WiMAX 市場に影響を及ぼすことができる政策として発表した最初の方針案は、2007

年 6 月にリーディング・コミショナーが公式に主唱したアナログ TV 帯域の開放であった。アナログ TV のデ

ジタル転換によって空いている周波数帯域をモバイルサービス用として活用できるようにしようということが主

な内容である。リーディング委員長は欧州でアナログ TV の信号が段階的に廃止されるのに従い、700MHz

帯域を WiMAX 用に再分配しなければならないと提案した。 

 

リーディング・コミショナーは、2007 年 6 月初めにギリシアで開かれたブロードバンド・カンファレンスにお

いて、このような内容の提案をしながら、欧州全域では2.6GHzを無線ブロードバンド用として開放する計画

がすでに進行中で、アナログ TV のデジタル転換によって空くようになる TV 周波数帯域を、WiMAX のよう

な無線ブロードバンド・サービス用として活用することにより、デジタルデバイドを解消することができ、これは
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「一世紀にたった一度しかない機会」と表現した。 

 

仮に電波効率性が良い 700MHz の一部だけでも、WiMAX 用に割り当てられた場合、農村地域のデジタ

ル情報格差を低費用で解消することができるというのである。特に 2.6GHz 台と 5.8GHz 台よりもずっと低い

周波数であるため、カバー範囲が一層拡大されても費用も低めることができる。 

 

EU の周波数政策のもう一つの軸は技術中立性である。技術中立性というのは、今まで特定周波数帯域

に特定技術のみを活用することを強制してきた周波数政策を捨てて、事業者が使いたい技術を利用できる

ようにする政策を意味する。仮に900MHzの2G周波数でも、3Gサービスを提供できるという意味である。EU

は特定目的によって周波数が割り当てられ、該当する技術の外には利用出来ないようにしている周波数政

策が競争を制限するため進出の障壁であると見ている 

 

EU は 900MHz だけでなく、すべての 2G 周波数を 3G サービス用として開放する政策を推進しており、各

国政府にここ20年間続いてきた周波数関連法律の廃止を要求した。また2G周波数の完全な再活用によっ

て、移動通信業界が 100 ～ 500 億ドルの費用節減效果を見るだろうと推定した。移動通信会社にとってみ

ればこれ以上、政府の周波数の競売で追加的な帯域を購入しなくても良く、既存の周波数およびインフラを

活用することができるからである。 

 

（2） TV 周波数開放と技術中立性政策の最大受益者 

 

EU が推進する TV 周波数の開放と技術中立性政策の最大受恵者は WiMAX である。EU が試みた TV

周波数の開放政策は ITU が受け入れて全世界の市場で導入する予定で、技術中立性政策は 3G の正式

技術として認められた WiMAX が既存の 3.5GH、2.5GHz の外に 800 ～ 900MHz の低周波数帯域の 2G 周

波数を通じて通信市場に進出できる決定的きっかけを作ってくれたからである。 

 

これと関連してITU は2007 年 11 月 15日、今後は移動通信サービス事業者が地上波 TV 周波数を活用

できるようにして、これを通じて2015年までに世界各地で移動中の高速無線インターネットサービスが提供

されるようにすることを明らかにした。ITUの決定によって通信装置のベンダーらがより優秀で廉価な装置を

生産することができるようになるし、モバイルサービス事業者は新規ネットワーク構築費用を画期的に減らせ

るだろうと予想される。 

 

EUがリードし、ITUが受け入れたTV周波数の開放がWiMAXのグローバルな拡散の決定的な好機にな

る理由を見てみよう。アナログTVのデジタル転換によって空くようになる700MHzは最後に残った黄金周波

数として通信業界の注目を引いている。2GHz 台で商用化された 3G に比べて周波数の効率性が良いのと
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同時に、技術中立性が適用されていて新しい技術を活用して優れた品質の通信サービスを提供できる。ニュー

プレーヤーには通信市場進出の確かなカードであると同時に、既存の支配的事業者には脅威となろう。 

 

すでに言及した通り、アメリカでは 2008 年の第一四半期に予定された 700MHz 周波数の競売に通信業

界のすべての関心が集まっている。開放型のモバイルプラットホーム、アンドロイドを発表したグーグルの移

動通信市場への参加がすでに事実化した上に、一定の帯域幅ではすべての端末とアプリケーションに接続

が可能となるようにしたFCCのオープン・ネットワーク規定が適用されているように、既存の通信市場の閉鎖

的なビジネスモデルを壊して開放型の無線ブロードバンド時代の幕を開くようになる重要なきっかけになる

だろうと見られる。 

 

アメリカ、日本の外に欧州やアジアの国々では、放送局の反対などでデジタル転換以後の周波数の再配

分に対する論議がまともに進められずにいる。しかし ITU の今回の決定は国際条約並みの效力があるよう

に、各国も急いでアナログ TV 周波数の再配分方針案の用意に取り掛かることであろう。アメリカと日本が重

要な参考事例になるはずであり、今後の通信業界の関心事は TV 周波数の再配分の可否そのものだけで

はなく、どんなプレーヤーがどんな技術で 700MHz ベースのモバイルサービスを提供するのだろうかという

事にも関心が膨らむに違いない。 

 

技術選択と関連して、アメリカの事例と ITU、EU の最近の通信規制政策を考察する際、下すことができる

結論は WiMAX が一番有力な 700MHz を対象とした技術だということである。正式な 3G 技術として既存の

事業者と同等な条件で競争できると同時に、既存の3G技術に比べて周波数の効率性が良くて費用が低廉

であり、IPベースの開放型アプリケーションを押し出して差別化されたビジネスモデルを披露できるからであ

る。実際にアメリカでグーグルが 700MHz 周波数を確保するようになる場合、一番有力な技術の選択肢が

WiMAX だと指摘されている。 

 

アメリカは勿論だが、欧州で EU が 2G の周波数の 3G 再活用と技術中立性を新しい周波数政策の二大

軸として掲げていく状況で、3G で市場に進出しても 4G まで見通したがる新規プレーヤーらに一番優先的

な選択肢は正式な 3G 技術である。それと同時に、4G まで行ける WiMAX である。既存の移動通信会社も

新規プレーヤーらの脅威を事前に防ぎ、2G周波数を再活用して3Gサービスを提供するなど、モバイルSNS

や LBS、広告などで、モバイル 2.0 型の定額制ベースのビジネスモデルを試みようとすれば WiMAX の有用

な手段になる。 

 

また700MHzの再配分は、2.5GHzや3.5GHzなどのWiMAXの周波数競売に参加することができなかっ

たことなど、参加したものの脱落した企業に WiMAX で移動通信市場に進出できる、再度の機会になること 



第４章 アジア市場 
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アジア市場も本格的なWiMAXの商用化と市場拡大段階に差し掛かっている。世界初にモバイルWiMAX

を商用化した韓国に続き、2.5GHzWiMAX事業者の選定が終わった日本も2009年からの商用化が予定さ

れている。その他でも 2007 年に入って台湾、マレーシア、インドなどの主なアジア諸国で WiMAX の周波数

が割り当てられた。、2008 年は、WiMAX 市場がアジアで拡大する最初の年になる。ただし、最大市場であ

る中国では、TD-SCDMA を導入しようとする政府の政策のため、WiMAX 導入が不透明な状況である。 

 

1. 韓国 

 

2006 年 6 月、世界初の 2.3GHz のモバイル WiMAX（WiBro）を商用化した韓国では、1 年以上もの間、限

定的なカバー範囲、端末ラインナップの不足、HSDPA の浮上などを理由として、当初期待していた程の加

入者を確保することができなかった。しかし ITU から 3G 標準として認定を受け、2.3GHz が 4G の共通周波

数帯域に選定されると同時に、海外進出の好機が訪れた。国内でも WiBro に対するメディアや消費者から

の関心が高まり、2007 年 11 月末基準で加入者が 10 万人を越えながら、市場活性化に対する期待感も高

くなっている。 

 

1.1 規制及び政策動向 

 

韓国の通信規制当局である情報通信部は、WiBroを2004年から始まったIT839政策の中核的なサービ

ス中の一つとして見ている。CDMA では、海外技術の迅速な導入と商用化に成果を収めたが、コア技術を

確保できない場合、ロイヤルティ負担が増え、グローバルな通信市場に有利な立場として進出しにくいとい

う認識の下、WiBro を通して通信産業を活性化させ、海外市場を他国よりも先行して獲得することを目標に

している。 

 

（1） 「これから本番」の WiBro ―― VoIP 許容も前向きに検討 

 

韓国の情報通信部は IT839 政策において 2006 ～ 2010 年の間、WiBro を通じてサービス・生産への誘

発効果は 7 兆ウォン、付加価置は 3 兆 9000 億ウォンとされ、加入者数は 2010 年までに 800 万人が確保さ

れるだろうと見通していた。しかし 2006 年 6 月の商用化以後、1 年が過ぎた現時点で、加入者数は 10 万人

にとどまっており、WiBro の市場に対する情報通信部の見込みとこれに基づいた政策が事実上失敗という

指摘も出された。 

 

2007 年 10 月末、情報通信部のユ・ヨンファン長官は国政監査で WiBro と HSDPA とが似た時期にサー

ビスが始まり、支配的な事業者にライセンスが発給されたことは問題だったと認めたことこそが、まさにその証

左である。しかしWiBroの3G標準承認と4G周波数帯域の選定という好材料と同時に、情報通信部もWiBro
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市場の活性化政策の推進に積極的に乗り出し始めた。3G 市場活性化と WiBro の両者について悩んでい

た当局の政策が、WiBro 活性化をサポートする確かな方向に舵をきったのである。 

 

情報通信部は 2007 年 11 月 30 日、WiBro 市場の活性化のため、官民協議体である「WiBro 活性化推進

協議会」を構成した。この組織は情報通信部がリードしてKT、SKTを始め、サムスン、LG-Nortel、POSDATA、

KAIST、ETRI、情報通信政策研究院（KISDI）などのWiBro関連企業と研究機関が参加する。協議会はまず、

WiBro事業者が提出した事業計画書の履行事項を検討し、WiBro活性化に向けた制度的な措置を用意す

る計画である。またサムスンや POSDATA などのベンダーが、積極的に技術開発に乗り出せるよう支援する

ことに焦点を合わせる。 

 

このように情報通信部が WiBro 活性化に積極的に乗り出していることを受け、WiBro の VoIP 許容問題も

2008年になれば恐らく公に議論されるようになると思われる。情報通信部は無線インターネットサービスとし

て許可された WiBro に、音声サービスを許容することは愼重に検討しなければならない問題としていた。て

いる。そして、否定的な立場を打ち明けてきたが、協議会の活動が可視化され、企業等の市場活性化計画

が発表される中、海外で Vo WiMAX が拡大するトレンドと産業効果などを考慮して、情報通信部が前向き

に検討できるだろうと業界とメディアは見ている。 

 

（2） 国際標準の承認が政策の最大成果 

 

情報通信部がWiBro活性化に期待していることは、3G標準の認定と4G周波数の選定などによってまさ

に最高の好機となった海外市場への進出である。韓国市場では、さまざまな理由によって早期の活性化が

難しくなったが、WiBro が最初からグローバル市場の開拓を狙って官民が共に協力して開発した技術であ

［図19］ 韓国の情報通信部が推進するIT839政策 



23 

 

WB マーケティングレポート Vol.４  モバイル WiMAX の海外市場展望 第４章 アジア市場 

るため、国際標準の承認を通じて WiBro が IT 産業振興政策の代表的な成功事例になると期待している。 

 

WiMAX を 3G 標準として採択させようとする情報通信部の戦略は、2006 年 8 月第 20 回 ITU-RWP8F 会

議から本格化した。その後 2007 年 1 月の第 21 回 ITU-R WP8F 会議では、2007 年内に WiMAX 技術の

3G承認について結論を下さなければならないという意見を発表し、中国やAT&Tなどの反対陣営を説得し

た。2007 年 5 月に日本の京都であった第 21 回 ITU-R 会議ではクアルコム、エリクソンなどの主な反対企業

などを説得して、ITU-R の正式議題で通過させるのに成功した。 

 

2007 年 6 月にスイスで開催された ITU-RSG8 会議でも、賛成陣営と反対陣営の意見が対立し、結局これ

を解決するための特別会議を開催することで合意した。こうして 2007 年 8 月には、ソウルで ITU-R Special 

WF8F 会議を開催、WiBro のデモと端末のレンタルなどを行った。WiBro サービスの展開には、問題がない

ということを証明するためである。 

 

2007 年 10 月にスイスのジュネーブで開催された ITU-R 電波通信総会では、「OFDMA TDD WMAN」と

いう名称で、WiMAX が ITU の 6 番目 3G 標準として承認された。韓国を始めとしてアメリカとフランス、イギ

リスなどはWiMAXと関連したすべての勧告案を承認すると主張したが、ドイツとスウェーデンは特定勧告案

に対して次の機会に採択されなければならないと主張し、中国はWiMAXがTD-SCDMAの脅威になること

を懸念して、強力な反対意見を表明した。 

 

［図20］ WIBROの国際標準採択による市場波及効果の推定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：情報通信政策研究院（2007.11） 
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情報通信部の関係者は WiBro の国際標準承認の意味について、以下のな 4 つに要約した。 

 

①第一に、莫大なロイヤルティを支払って中核技術を輸入するというポジションから抜け出し、コア技術を

商用化して国際標準にまで採択させたことで、IT 先進国に飛躍する土台作り 

②第二に、技術開発、商用化、海外進出などの全過程で官民が有機的に協力して成果を出したという点

で、国家的 R&D 事業の重要なレファレンスを提示 

③第三に、WiMAX の 3G 帯域活用が可能になるにつれて、3G 周波数帯域での WiMAX 導入が拡大す

ると予想 

④第四に、ITU の 4G 技術の選定で有利な位置を先んじて占め、2.3GHz の 4G グローバル共通周波数

の選定へ波及効果が発生 

 

これと関連して情報通信政策研究院は、WiMAX が 3G 標準として選定されたことにより、世界のモバイル

WiMAX市場が今後5年間で計94兆ウォン（1018億ドル）規模で形成されるだろうとした。これにより標準採

択がなされる以前の全体市場規模である64.4兆ウォンから、29.5兆ウォンの追加市場が発生するわけであ

［表18］ KTのWIBROサービス端末ラインナップ 

モデル名       

USBモデム型 

      

モデル名    

携帯電話型 

   

モデル名    

モバイルPC型 
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る。また今後 5 年間の装備輸出が 30 兆ウォン以上、生産誘発効果が 15 兆ウォン、付加価置誘発効果が 7

兆ウォン、雇用創出効果が 7 万 5000 人など、韓国の経済成長にも寄与するだろうと分析した。 

 

1.2 主要プレーヤーの動向 

 

韓国の WiBro 事業者は KT と SKT である。しかし HSDPA を次世代の主力ネットワークとして捉えていた

SKT は事業権を獲得した時から、WiBro 事業に対する熱意が高くなかった。WiBro 市場を活性化させるた

め取り組んでいた KT は、2007 年初めに WiBro を移動通信子会社の KTF の HSDPA と補完的関係として

ポジショニングする方向に戦略を修正し、アップロード性能が良い WiBro の特性を利用して UGC や個人メ

ディアなど、ユーザー参加型のモバイル 2.0 の中核技術として活用しようとしている。最近、SKT も専担事業

チームを結成するなど、WiBro 事業に取り組んでいる。 

 

（1） KT「Wibro はモバイル 2.0」 

 

KT における WiBro 戦略の中核は WiBro を「モバイル 2.0 のクリエーター」としてポジショニングするという

点にある。移動性を備えた IP 無線ブロードバンドの特性を活用して、①ユーザーの参加と共有が自由にな

され、②開放型無線インターネット・プラットホームとして、③プールブラウジングと UGC など、ユーザー参加

型のコンテンツとアプリケーションを、④早期に手頃な料金で実現する――というのが「モバイル2.0のクリエー

ター」戦略の主な内容である。 

 

［図24］ 韓国のWibro加入者数推移（2006.07～2007.09） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：情報通信政策研究院（2007.11） 
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第５章 グローバル WiMAX 市場の展望 

これまで、アメリカと欧州、アジアの主な国々でWiMAXライセンスを確保している主な事業者の戦略動向

と各国の規制についてみてきた。本章では、WiMAX 事業者の戦略を①固定とモバイル、②データと音声―

―といった 4 つの側面から総合的に整理し、地域別に WiMAX 市場の去就を決める、主な変数を明確にす

る。 

 

1. 地域別の展望 

 

1.1 アメリカ市場 

 

アメリカの主要WiMAX事業者は、2.5GHzや2.3GHzを活用している。モビリティを完全にサポートするモ

バイル WiMAX と、固定のビジネスモデルは少し違う。スプリントの推進する Xohm は、インターネットのコン

テンツとアプリケーションをモバイルで実現させようという開放型ビジネスモデルであり、音声とデータはすべ

て含まれている。固定型 WiMAX は、バックホールの代替として活用する計画で、固定型も包括するビジネ

スモデルとなる。 

 

（1） 事業者動向： 2.5GHz モバイル WiMAX が大勢 

 

クリア・ワイヤーは、2.5GHz 周波数を活用した DSL 代替用の固定型 pre-WiMAX サービスを始めとして、

移動性を備えたモバイル WiMAX を志向している。また現在、データサービスだけでなく VoIP 音声サービ

スも提供している。従って固定型 WiMAX をベースとして、音声とデータをすべて提供する一方、今後のモ

バイル WiMAX を通じ、移動性を付け加えたサービスを提供する計画を持つ。 

 

2.3GHz ベースの WiMAX を商用化した AT&T の基本的な WiMAX 戦略は、DSL インフラが脆弱な地域

に超高速インターネットサービスを提供する手段として WiMAX を活用し、音声よりもむしろデータサービス

に焦点を置く。インフラ設備は、モビリティをサポートできるモバイル WiMAX 装備を活用する。 

 

表 26 は、固定型とモバイル、音声とデータの 4 つの領域で分け、主なプレーヤーの WiMAX 事業戦略を

［表26］ アメリカの主要WiMAX事業者の戦略テーブル 

基本区分 整備現状 サービス形態 
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マッピングしたものである。Type1は、AT&Tのように固定型WiMAXサービスでDSL代替に焦点を置く事業

者である。Type2/3 は、固定型 WiMAX で音声とデータを提供しているが、モバイル WiMAX へのアップグ

レードを考慮しているクリア・ワイヤーのような ISP を示し、Type3 は当初からモバイル WiMAX で音声とデー

タサービス提供を目標にするスプリントのような事業者である。 

 

（2） 市場の展望： 700MHz 周波数競売とスプリントの去就が分水嶺 

 

アメリカWiMAX市場の向背に影響を及ぼすであろう変数は、二つといえる。一つは700MHz周波数の競

売で、WiMAX が商用化されるかという点と、スプリントとクリア・ワイヤー間の提携がどんな形で決着がつくか

どうかという点である。今までは、グーグルが競売に参加して 700MHz 周波数を確保し、700MHz ベースの

WiMAXサービスが商用化されるだろうという見方が支配的であった。また、スプリントがどんな形であれWiMAX

事業を縮小するしかないと予想されていたのであった。 

 

しかし最近は、グーグルが競売に参加しないとの観測も出るなど、同社における移動通信事業の方向性

に対しては、全く予測しにくい状況となっている。また、スプリントがクリア・ワイヤーとの提携を決して諦めた

わけではなく、結局のところは速度調節にすぎず、スプリントの WiMAX 事業は続くはずであり、続けなけれ

ばならないという主張も出されている。なぜなら、業績低迷で苦戦している同社が競争会社と差別化するこ

［図32］ アメリカWIMAX事業者の戦略ロードマップ類型 
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第５章 グローバル WiMAX 市場の展望 

とができ、今の難関を抜け出すことができる唯一の打ち手が WiMAX であって、資金上の困難のため、それ

までの 1 年間に掛けた WiMAX 事業戦略構想を放り出すのは、愚かな選択というわけである。 

 

スプリントとクリア・ワイヤーの間の提携も、完全に割れたと思う必要はないだろう。両社のネットワーク構築

提携は意向書（letter o fintent）水準で、正式契約ではない。厳密な計算で決裂したとは到底思えず、両社

が自前のWiMAXネットワーク構築を淡々と進めていることから、逆に今後の多様な提携の可能性は開かれ

ているとみる必要がある。条件さえ合えば、いくらでも提携が可能な状況で、投資者によるメディアプレーの

ため、スプリントの WiMAX 事業を否定的に見る必要はないだろう。 

 

アメリカにおける WiMAX 市場の去就は、700MHz 周波数競売が始まって以降、そしてスプリントの新任

CEO と新たな WiMAX 戦略が公開される 2008 年第 1 四半期に、より正確な輪郭が現われるものと考えられ

る。 

 

1.2 欧州市場 

 

欧州WiMAX事業者は、主に固定インフラが不足している地域にカバーするため、3.5GHzベースの固定

型 WiMAX を商用化した。欧州 WiMAX 事業者の戦略がアメリカと比べて特徴的なことは、①サービス初期

から VoIP を試みているという点と、②最近 3.5GHz でモバイル WiMAX が試みられている点である。 

［表27］ 欧州主要WIMAX事業者の戦略テーブル 

基本情報 整備現状（予定） サービス形態 

国家 業社名 周波数 固定型 モバイル Upgrade計画 音声 データ 

イギリス 

       

       

       

       

ドイツ 
       

       

フランス 
       

       

オーストリア 
スロヴァキア 
クラアティア 

       

ノルウェー 
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